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㈵．まえがき
本指針は、発電用軽水型原子炉（以下「軽水炉」とい
う。）の設置許可申請（変更許可申
請を含む。以下同じ。）に係る安全審査において、安全
性確保の観点から設計の妥当性につ
いて判断する際の基礎を示すことを目的として定めたも
のである。
軽水炉の設置許可申請に係る安全審査において用いられ
る安全設計審査指針は、最初は
昭和45年４月に、当時の原子力委員会が定めたもので
あり、その後昭和52年６月に、同じ
く当時の原子力委員会が、これを全面的に見直して改訂
を行った。昭和52年の安全設計審
査指針の改訂以来、10年以上が経過し、この間軽水炉
の技術の改良及び進歩には著しいも
のがあった。また、この間に、米国で発生したＴＭＩ事
故等、国内外に生じた様々な事象
から得られた教訓も含めて、軽水炉に関する経験の蓄積
も大きいものがあった。これらを
踏まえ、従来の指針について全面的見直しを行い、指針
の内容の一層の明確化及び体系化



を図ったものである。

指針27．電源喪失に対する設計上の考慮
原子炉施設は、短時間の全交流動力電源喪失に対して、
原子炉を安全に停止し、
かつ、停止後の冷却を確保できる設計であること。

解 説
本指針を適用するに当たって、運用上の注意を必要と
し、又は指針そのものの意義、解
釈をより明確にしておく必要があると考えられる事項に
ついて、次にその解釈を掲げるこ
ととした。
なお、ここに解説として取り上げた指針本文中の項目は
以下のとおりである。
指針27．電源喪失に対する設計上の考慮
長期間にわたる全交流動力電源喪失は、送電線の復旧又
は非常用交流電源設備の
修復が期待できるので考慮する必要はない。
非常用交流電源設備の信頼度が、系統構成又は運用（常
に稼働状態にしておくこ
となど）により、十分高い場合においては、設計上全交
流動力電源喪失を想定しな
くてもよい。


